
 

 

議案第２０号  

 

   秦野市立幼稚園入園料及び保育料徴収条例の一部を改正すること 

について 

 

 秦野市立幼稚園入園料及び保育料徴収条例の一部を別紙のとおり改正するも

のとする。 

 

  平成２８年２月２５日提出 

 

秦野市長 古 谷 義 幸 

 

 

提案理由 

 本市公立幼稚園保育料の適正化を図るため算定方法を見直し、保育料の額を

引き上げるとともに、子育て世帯の負担軽減を目的として所得及び世帯構成に

応じた保育料体系とするため、改正するものであります。 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市立幼稚園入園料及び保育料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市立幼稚園入園料及び保育料徴収条例（昭和３０年秦野市条例第３０号）

の一部を次のように改正する。 

第２条及び第３条を次のように改める。 

（入園料及び保育料の額） 

第２条 入園料及び保育料の額は、園児１名につき、別表に掲げる金額とする。

この場合において、入園料及び４月分から８月分までの保育料については、

前年度の市町村民税により算定し、９月分から翌年の３月分までの保育料に

ついては、当年度の市町村民税により算定するものとする。 

（入園料及び保育料の額の通知） 

第３条 市長は、入園料又は保育料の額を決定したとき又はその額を変更した

ときは、園児の保護者（園児を現に扶養する者で、生計を一つにするもの又

は養育里親等（入園料又は保育料の対象となる園児の養育等を行う児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第８項に規定する小規模住居型

児童養育事業を行う者、同法第６条の４第２項に規定する養育里親又は同法

第７条第１項に規定する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設、情緒障害児

短期治療施設及び児童自立支援施設に限る。）の長をいう。別表において同じ。）

をいう。）に対して文書により通知しなければならない。 

第４条第１項中「園児の保護者（園児を現に扶養する者で、生計を一つにす

るものをいう。）」を「前条に規定する園児の保護者」に改める。 

第５条中「生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する保護世帯の

園児及びこれに準じる世帯の園児並びに」を削る。 

附則の次に次の別表を加える。 
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別表（第２条関係） 

世帯等の区分 入園料 保育料（月額） 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）に基づく扶助を受けている世帯 

０円 

０円 

市町村民税非課税世帯 

市町村民税均等割額のみが課税される

世帯及び養育里親等  
３，０００円 

市 

町 

村 

民 

税 

所 

得 

割 

額 

４８，６００円未満の世帯 

５，４００円 

５，０００円 

４８，６００円～ 

５４，０００円未満の世帯 
６，４００円 

５４，０００円～ 

６２，０００円未満の世帯 
７，３００円 

６２，０００円～ 

７１，０００円未満の世帯 
９，０００円 

７１，０００円以上の世帯 ９，８００円 

 備考 

１ 世帯等の区分は、園児の属する世帯の生計を一つにしている父母及び

他の扶養義務者（家計の主宰者である場合に限る。）の全ての者（養育里

親等を除く。）について、それらの者の課税額の合算額による。 

  ２ 均等割額とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１号に規定する均等割の額をいい、所得割額とは、同項第２号に

規定する所得割の額（この所得割の額を計算する場合には、同法第 

３１４条の７、第３１４条の８、第３１４条の９、附則第５条第３項、

附則第５条の４第６項及び附則第５条の４の２第６項の規定は適用しな

い。）をいう。ただし、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があ

った場合における所得割額又は均等割額は、その減免の額を所得割額又

は均等割額から順次控除して得た額とする。 
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  ３ 同一世帯に２名以上の小学校３年生以下の子どもがいる場合又は養育

里親等に養育等を受けている２名以上の小学校３年生以下の子どもがい

る場合において、その子どものうち、年齢の高い順から２人目の子ども

に係る保育料は、この表の額の２分の１の額（その額に１００円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、年齢の高い順から３

人目以降の子どもに係る保育料は、徴収しない。 

４ 市町村民税均等割額のみが課税される世帯のうち、次の各号のいずれ

かに該当する世帯の保育料は、徴収しない。  

   (1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６

条第１項又は第２項に規定する配偶者のない者で、現に児童を扶養し

ているものの世帯 

   (2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定に

より身体障害者手帳の交付を受けた者の属する世帯 

   (3) 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）

に基づき療育手帳の交付を受けた者の属する世帯 

   (4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第 

１２３号）第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けた者の属する世帯 

   (5) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４

号）に基づく特別児童扶養手当の支給対象児の属する世帯 

   (6) 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に基づく国民年金の障害

基礎年金等の受給者の属する世帯 

   (7) 保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者等特に困窮し

ていると認められる世帯 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 入園料及び保育料の額の算定及び通知について必要な行為は、この条例の

施行の日前においても、この条例による改正後の秦野市立幼稚園入園料及び

保育料徴収条例第２条及び第３条の規定の例によりすることができる。 
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